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震災を受けた道路橋の応急復旧工法の提案と 
振動台加震実験による性能検証 

堺 淳一＊ 運上茂樹＊＊ 
 

11．はじめに 

 地震後の被災調査・被災診断、応急復旧や本復

旧工法の選定に関しては、兵庫県南部地震を含む

過去の震災経験を反映した道路震災対策便覧（震

災復旧編） 1) が活用されているところである。

一方、平成16年10月に発生した新潟県中越地震

では、橋梁構造物の被災発見後、被災診断、復旧

工法の選定、復旧工事の実施に約1週間を要し、

この間通行止めを余儀なくされるという事例が見

られ、機能回復に要する時間短縮の重要性が再認

識された 1), 2)。また、本震発生後1週間程度の間

に規模の大きな余震が頻発したため、応急復旧作

業を中断せざるを得ない状況がたびたび生じた。

このため、被災発見後に構造物の余震に対する安

全性を適切に考慮して速やかに被災診断を行う手

法の構築とともに、即効性のある工法により迅速

かつ合理的に橋梁構造物の機能回復を図るための

応急復旧技術の開発が必要とされている。 
 こうした背景から、本研究では柱基部で曲げ破

壊する鉄筋コンクリート（RC）橋脚を対象とし

て、被災後の余震の影響を調べるとともに、即効

性のある応急復旧工法を提案し、その効果を検証

するための振動台加震実験を行った。 

2．橋脚模型と実験セットアップ 

 実験は、表-1、図-1に示すような基部で曲げ

破壊する円形断面RC橋脚模型3体を対象として実

施した。断面の直径は0.6mである。模型は、昭

和55年より前の設計基準によって設計された橋

脚を想定しており、帯鉄筋は重ね継手により定着

している。表-2に各模型に使用された材料の機

械的特性を示す。 
 模型Aに対しては、余震に対するRC橋脚の耐

震性能評価のための実験を行った。模型Bに対し

ては、兵庫県南部地震の被害を再現するための実

験が行われた 3)。模型Cは、段落し部に対する応

──────────────────────── 
Shake Table Test for Development of Quick Repair Method 
for Seismic Damage of Reinforced Concrete Bridge Columns 

急復旧効果実験の後に段落し部を補修・補強し、

再実験により柱基部で曲げ損傷を生じさせた模型

である。 
 実験セットアップとしては、写真-1に示すよ

うにおもりを上載した橋脚模型を振動台上にセッ

トし、加震により慣性力を作用させた。ここで、

写真-1に示すようにX、Y方向を定義した。 
 入力地震動には、いずれの模型に対しても兵庫

県南部地震においてJR鷹取駅で観測された記録4) 

を用いたが、模型A、Bに対しては水平2方向＋上

下方向の3方向加震としたのに対し、模型Cに対

しては水平1方向＋上下方向の2方向加震とした。

最大加震振幅は、模型A、B、Cに対してそれぞ

れJR鷹取駅記録の60%、80%、120%である。ま

た、時間軸は相似則により、模型A、B、Cに対

して50%、60%、50%に圧縮した。 
 以上のように、3体の配筋、セットアップ、加

震条件は異なるが、写真-2、3 (b)に示すように、

加震後の柱基部の曲げ破壊による損傷は同程度で

あり、かぶりコンクリートの剥落、軸方向鉄筋の

座屈が生じた。 

3．余震に対する耐震性能評価実験 

 表-3は、模型Aに対して、本震と同強度の余震

が発生することを想定して加震実験を行った結果

である。応答変位の増大につれて残留変位が生じ

たが、ここでは最大振幅を比較するために、前回

の加震の残留変位値を基準として、その値からの

振幅を最大応答として示している。また、三次元

加震のため、表には原点からの距離も示している。

表-3には、ホワイトノイズテストの結果から求

めた橋脚模型の固有周期の変化も示している。 
 写真-3には、余震による損傷の進展の例とし

て振幅60%加震における損傷を示す。図-2は振幅

50%、60%加震における水平力～水平変位の履歴

を示した結果である。ここには、本震を想定した

加震と余震を想定した加震を比較した結果を示す。 
 10%加震後には目視による観察ではひびわれ等

は確認されなかった。この後、20%加震において  
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表-1 実験対象とした橋脚模型  
模型A 模型B 模型C

セットアップ 1本柱形式 桁＋支承形式 桁＋支承形式

断面 φ 600 mm φ 600 mm φ 600 mm
慣性力載荷点高さ（括弧内はTR方向） 3 m （3 m） 2.5 m （3.65 m） 2.675 m （3.811 m）

上部構造慣性質量（括弧内はTR方向） 27 ton (27 ton) 37.8 ton (26.6 ton) 36.4 ton (25.5 ton)
柱基部軸応力 0.99 N/mm2 1.04 N/mm2 1.01 N/mm2

軸方向鉄筋比（鉄筋径：本数） 1.01% （D10：40本） 2.02% （D10：80本） 2.42% （D10：96本）

帯鉄筋比（鉄筋径：間隔） 0.33% (D6：75 mm) 0.21% (D3：50 mm *) 0.49% (D6：100 mm)
曲げ耐力（LG方向の場合） 95 kN 184 kN 215 kN
初期固有周期（括弧内はTR方向） 0.28秒 （0.27秒） 0.25秒 （0.38秒） 0.28秒 （0.39秒）

相似率 4 3 4
損傷させる実験の入力地震動の振幅 10%, 20%, 30%, 50%, 60% 10%, 80% 10%, 50%, 80%, 120%
修復効果確認実験の入力地震動の振幅 10%, 50%, 60% 10%, 55%, 80% 10%, 80%, 120%
*) 模型Bの帯鉄筋は，柱基部において外側帯鉄筋が50 mm間隔，中側，内側帯鉄筋は100 mm間隔である。  

 

 
図-1 実験対象とした橋脚模型の柱基部の断面  

 

  
      (a) 1本柱形式               (b) 桁＋支承形式 

写真-1 実験セットアップ （写真手前方向がX方向の正の向き）  
 

表-2 材料特性  
模型A 模型B 模型C

ｺﾝｸﾘｰﾄの弾性係数（kN/mm2） 28.5 28.8 26.7
ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮強度（N/mm2） 23.0 27.9 31.9
軸方向鉄筋の弾性係数（kN/mm2） 182.8 178.3 186.5
軸方向鉄筋の降伏強度（N/mm2） 391.5 351.4 394.0
帯鉄筋の弾性係数（kN/mm2） 182.9 212.9 185.2
帯鉄筋の降伏強度（N/mm2） 380.4 280.4 327.0  

 
曲げひび割れ、50%加震において基部のコンク

リートに軽微な剥落、60%加震においてかぶりコ

ンクリートの剥落、軸方向鉄筋のはらみ出しが生

じた。帯鉄筋のゆるみ・はずれは観察されなかっ

た。コアコンクリートの圧壊も一部確認された。

初期では0.27秒程度であった固有周期は、60%加

震後には0.67～0.85秒まで増加した。 
 本震の後に余震により本震と同強度の地震力が

作用すると、応答変位は増加したり、損傷が進展

する場合もあるが、本実験では本震規模の余震に

よって橋脚の安定性が失われるような損傷は生じ 

桁 

おもり 

橋脚模型 

支承 Y Y 
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表-3 模型Aの各加震における応答変位と損傷の進展  

X方向 Y方向 X方向 Y方向 距離

10%加震 弾性 0.28 0.27 3 4 4 無損傷

本震 0.30 0.30 8 14 14 曲げひびわれ

余震 0.32 0.31 14 16 20 曲げひびわれの進展

本震 0.34 0.33 29 42 47 残留ひびわれを確認

余震 0.56 0.59 36 55 61 縦ひびわれ，コンクリートの浮き

本震 0.59 0.60 53 86 93 基部でコンクリートの軽微な剥落

余震 0.67 0.65 50 82 87 かぶりコンクリートの剥落

本震 0.62 0.67 60 101 108 かぶりコンクリートの剥落，軸方向鉄筋のはらみだし

余震 0.67 0.85 60 114 121 上記の損傷が全周に広がる

20%加震

30%加震

50%加震

60%加震

加震前の周期 (秒） 最大振幅 (mm)
損傷状態

 
 

     
   写真-2 加震後の損傷状況（補修前の状況）      (a) 本震加震後     (b) 余震加震後 
                           写真-3 模型Aの損傷状況（振幅60%加震）  
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       (a) 振幅50%加震               (b) 振幅60%加震  
図-2 本震および本震と同強度の余震に対する模型Aの応答  

 
なかった。これは今回の損傷では帯鉄筋のゆるみ

やはずれがなく、また、コアコンクリートの圧壊

も限定的であったためと考えられる。基部で曲げ

破壊するタイプのRC橋脚は、帯鉄筋の拘束が有

効であれば、軸方向鉄筋が破断する前の段階では

本震規模の余震に対しても耐震性能が大きく低下

しないと推定される。 

4．RC橋脚の迅速な応急復旧工法 

4.1 応急復旧工法の要求性能 
 本研究で提案する応急復旧工法に対する要求性

能は以下の通りとした。 
 a) 余震に対する応急的な安全性の確保のため、

短期的なせん断耐力を確保すること 
 b) 1日程度で復旧作業が完了すること 
 c) 重機等による施工を必要としないこと 

 d) 資材はある程度の長期間、備蓄可能なこと 
 上記のa)は耐震性能の観点からの要求性能であ

る。b)、c)は応急復旧の実作業において迅速、簡

便であることを要求するものである。d)は平成

16年の新潟県中越地震の例では修復資材の調達

にもある程度の時間を要したという報告がある 1) 

ことから、震災後にすぐに利用できるように、例

えば「道の駅」等に資材を長期間備蓄できるよう

にするための要求性能である。 
 こうした観点から、以下に示す2つの工法を提

案した。それぞれの工法の特性を要求性能の観点

から比較すると表-4のようになる。 
4.2 速乾性材料を用いた炭素繊維シート（CFS）

貼付による修復 
 連続繊維シート巻立てにより修復する場合には、

使用する断面修復材、接着剤等の固化に時間を要 

模型B 模型C 
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表-4 提案する応急復旧工法の特性  

要求性能
速乾性材料
CFS巻立

機械式定着繊
維バンド巻立

a) 短期的なせん断耐力の確保 優れる やや劣る

b) 1日程度で復旧を完了 優れる 特に優れる

c) 重機を要しない 優れる 優れる

d) 長期の備蓄可能 劣る 優れる  
 

表-5 応急復旧材料の特性  
模型A 模型B 模型C

断面修復材の弾性係数（kN/mm2） 19.5 8.6 25.1
断面修復材の圧縮強度（N/mm2） 63.3 28.4 56.1
繊維材の弾性係数（kN/mm2） 240.0 240.0 4.0
繊維材の引張破断強度（N/mm2） 3950.0 3950.0 332.0  
注）断面修復材：  MMA樹脂モルタル（模型A、B）  
       ：  超速硬性無収縮モルタル（模型C） 
  繊維材  ：  炭素繊維シート（模型A、B）  
       ：  ポリエステル繊維バンド（模型C） 
 

  
写真-4 速乾性材料によるCFS巻立て  

 

  
写真-5 機械式定着による繊維バンド巻立て  

 
するため、一般には3～5日程度を要する 5) が、

本研究では、修復に要する時間を1日以内に短縮

するために、速乾性の断面修復材および接着剤を

活用することを提案する。速乾性の材料としては、

メチルメタクリレート（MMA）樹脂を用いた 6)。

本工法を模型A、Bの修復に適用した。 
 修復は、加震実験の翌日に行った。写真-4に
修復作業の様子を示す。修復の際には、ひびわれ

に樹脂注入等は行わず、また、断面寸法は増加さ

せなかった。砕けたコンクリートは除去し、補修

部分の帯鉄筋も除去した。補修部分の横拘束およ

びせん断補強はCFSに期待できるため、補修部分

には新たな帯鉄筋は配置しなかった。座屈した軸

方向鉄筋は整形しないこととしたが、模型Bでは

高さ200～450mmにおいて座屈した軸方向鉄筋

が断面の外側にはらみ出していたため、これらに

ついては、ハンマーにより変形を修正して断面の

内側におさまるようにした。断面修復後にCFSを
貼付するという工程で、2層巻きの場合にも養生、

硬化時間まで含めて8時間で完了した。 
 表-5に断面修復材（MMA樹脂モルタル）の実

験日（材齢1日）における材料特性を示す。ここ

には後述する超速硬性無収縮モルタル、炭素繊維

シート、繊維バンドの材料特性試験結果もあわせ

て示している。樹脂モルタルは、粘性が高く、手

でこねながら修復断面に塗りつけること、バイブ

レータ等による締固めは出来ないことから、その

充填性は施工に依存する。材料試験用のシリン

ダーにも施工の影響により、2体の模型に用いた

断面修復材の材料特性に大きな差異が生じた。 
 炭素繊維シートは、周方向のみの補強とするこ

ととし、目付量200g/m2（厚さ0.111mm）のシー

トを用いた。シートの引張破断強度は3950N/mm2、

弾性係数は240kN/mm2である。CFSの巻立て数

の影響を調べるために、模型A、Bに対してそれ

ぞれ 1層巻き、 2層巻きとしており、炭素繊維

シートの体積比 CFρ はそれぞれ0.074%、0.148%
となる。 
 なお、一般には樹脂系の材料は品質保証期間が

6ヶ月程度とされており、本工法は4.1に示した要

求性能d)を十分満足できないことが考えられる。  
4.3 繊維バンドの機械式定着による修復 
 もうひとつの工法としては、ポリエステル繊維

バンドを機械式に定着することにより応急復旧す

る工法を提案した。本工法は、樹脂系の材料を用

いないため、長期の備蓄が可能であること、機械

式定着のために作業が簡便であり、CFS工法より

もより迅速に修復作業を完了できることが特徴で

ある。本研究では、本工法の効果を実験的に調べ

ることとし、これを、模型Cの柱基部の曲げ損傷

の修復に適用した。なお、模型Cに対しては、柱

基部の補修効果の実験の前に段落し部の損傷とそ

の修復に関する実験を行っている。 
 なお、ポリエステル繊維バンドによるRC柱の

耐震補強に関しては、これまでにも研究成果7)～9) 
があり、実用化されている。 
 本工法による修復作業の様子を写真-5に示す。

修復の際には、ひびわれに樹脂注入等は行わず、 
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   (a) 模型A（CFS1層巻き）   (b) 模型B（CFS2層巻き）   (c) 模型C（繊維バンド巻立て） 

写真-6 修復効果確認実験後の損傷状況  
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   (a) 模型A（CFS1層巻き）   (b) 模型B（CFS2層巻き）   (c) 模型C（繊維バンド巻立て） 

図-3 本震と同強度の余震が生じた場合の水平力～水平変位の履歴（橋軸(Y)方向）  
 

また、断面は増加させず、座屈した軸方向鉄筋の

整形も行わなかった。本工法では後述のようにせ

ん断耐力の補強効果が相対的に小さいことが考え

られたため、補修部分の帯鉄筋はそのまま再配置

した。砕けたコンクリートは除去した。断面修復

後にポリエステル繊維バンドを巻立てた。作業は

ベルト締め機を用いて人力で行った。緊張力は

1.2kN程度である。作業は5時間程度で完了した。 
 断面修復材には、超速硬性無収縮モルタルを用

いた。超速硬性無収縮モルタルは、MMA樹脂モ

ルタルに比べてワーカビリティが良く、材料費も

低廉であるという特徴がある。超速硬性無収縮モ

ルタルの実験日（材齢1日）における圧縮強度、

弾性係数は、表 -5に示したとおり、それぞれ

56.1N/mm2、25.1kN/mm2である。 
 ポリエステル繊維バンドは、一般には荷締め用

ロープとして用いられる材料であり、本研究では

幅45mm、厚さ1.2mm、破断荷重（公称値）が

19kN（2000kg）のバンドを用いた。引張試験に

よれば、バンドの弾性係数は4kN/mm2であり、

引張破断強度は17.9kNである。引張破断強度を

応力として表すと332N/mm2である。また、定着

金具を含めた試験では、繊維材の破断よりも金具

部におけるすべりが先行した。これによれば、引

張強度は7.4kN、応力にして136N/mm2であった。

ポリエステル繊維バンドによる補強量は、炭素繊

維シート0.5層巻きに相当する程度とし、45mm幅

のバンドを100mm間隔で設置した。なお、ポリ

エステル繊維バンドは定着金具により定着し、接

着剤は使用しなかった。以上より、ポリエステル

繊維バンドによる修復の場合、材料の剛性が小さ

いこと、材料を躯体に接着しないことから、巻立

て数にもよるが、一般にせん断耐力の補強効果は

CFS巻立て工法よりは小さいと考えられる。  

5．実験模型の破壊性状と地震応答特性 

 最終損傷状況を写真-6に示す。図-3には各模

型の最大強度の加震の際の水平力～水平変位の履

歴を示す。ここでは、同じ地震動強度を入力させ

た場合の損傷を生じさせた実験と修復後の実験の

履歴を比較している。 
 速乾性材料によるCFS巻立て工法の場合には、

その巻立て層数に関わらず本震の70%強度の余震

を想定した加震によってシートに軽微な破断が生

じた。本震と同強度の加震では写真-6に示すよ

うにCFSが破断し、断面修復材が圧壊、剥落した。 
 一方、機械式定着による繊維バンド巻立て工法

の場合には本震の70%強度の余震により断面修復

材にひび割れが生じ、繊維バンドのひずみが最大

で0.01に達し、バンドがわずかにはらみだした。
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本震と同強度の加震では断面修復材の損傷は大き

くなったが、バンドの伸び性能が高く、破断しな

かったため、断面修復材は剥落しなかった。 
 橋脚模型の固有周期は損傷によって1.5～2.6倍
に増大するが、これを上記の工法により修復する

と剛性が多少回復するため、固有周期は健全な状

態の1.3～1.7倍となる。ただし、補修後にもその

剛性は損傷前の健全な状態の50%に満たない。図

-3によれば、いずれの工法の場合にも、大きな

塑性変形が生じた段階（例えば、水平変位が

100mm程度の段階）では、損傷実験と修復実験

における水平力は同程度であるため、曲げ耐力と

しては健全な状態と同程度の耐力が確保されると

言える。応答変位としては、損傷を生じさせた実

験よりも30%程度大きくなるケースもあるが、修

復された橋脚はいずれも安定した地震応答を示し

ており、こうした応急復旧により損傷前とほぼ同

程度の耐震性能を確保できたと考えられる。 

6．結論 

 本研究では柱基部で曲げ破壊するRC橋脚を対

象として、被災後の余震の影響を調べるとともに、

即効性のある応急復旧工法を提案し、その効果を

検証するための振動台加震実験を行った。復旧工

法としては、速乾性材料によるCFS巻立て工法と

機械式定着による繊維バンド巻立て工法を提案し

た。以下に本研究で得られた結論を示す。 
1) 本震の後に余震により本震と同強度の地震力

が作用すると、応答変位は増加したり、損傷が進

展する場合もあるが、柱基部で曲げ破壊するタイ

プの橋脚では、帯鉄筋の拘束が有効であれば、本

震規模の余震によって橋脚の安定性が失われるよ

うな損傷の進展は生じなかった。 
2) 提案する工法により1日以内でのRC橋脚の応

急復旧を可能にした。 
3) 速乾性材料によるCFS巻立て工法により修復

された橋脚模型では、本震の70%強度の余震を想

定した加震によってシートに軽微な破断が生じ、

本震と同程度の加震ではCFSが破断し、断面修復

材が圧壊、剥落した。 
4) 機械式定着による繊維バンド巻立て工法によ

り修復された橋脚模型では、本震と同強度の加震

においても、バンドの高い伸び性能のために破断

せず、断面修復材の剥落もなかった。 

5) これらの2つの工法で修復された橋脚模型は、

剛性が健全な状態に比べて50%以上低下するが、

曲げ耐力は健全な状態と同程度が確保される。応

答変位としては大きくなる場合もあるが、地震応

答性状は安定しており、提案工法により損傷前と

ほぼ同程度の耐震性能を確保できる。 
 今後は、機械式定着工法におけるせん断耐力の

補強効果の向上に関して検討する予定である。 
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